


【 府パブリックコメント手続の現状 】
（根拠）　

平成13年4月に府パブリックコメント手続実施要綱を策定。（関係法令：行政手続法）

（目的）

各所属が、基本的な施策に関する計画等を立案する場合、その計画等の案を府民等に公表し、提出された意見、情報等を考慮して意思決定を行うなど、府民等の多様な意見、情報等を反映させる機会を提供し、府の行政運営における公正の確保と透明性の向上を図る。
（手続の内容）

対象範囲：基本的な計画・指針、基本方針を定める条例、権利を制限する条例・規則、
審査基準、処分基準、行政指導指針

募集期間：原則30日以上

意見募集：郵便、ファクシミリ、電子メール等のうちから実施機関が選択して定める（※）

結果公表：提出された意見及び情報の概要、これらに対する府の考え方、修正した場合は修正内容を公表。提出された意見数が多い場合、類似の意見を取りまとめ公表可能。
・　は府独自に規定、それ以外は国の行政手続法と同じ

　（※）国の意見提出方法は、電子メールによる提出を標準とし、デジタル・ディバイド等にも配慮して、インターネットを用いない方法として郵送・ファクシミリ等による方法を併せて確保する、と規定。

（実施実績）　※結果公表ベースで集計　22年度は10月12日時点　　（　　　）内は意見数
	年度
	計画等
	条例案
	審査基準等
	合計

	22年度
	6件（3,416件）
	6件（44件）
	2件（0件）
	14件（3,460件）

	21年度
	15件（260件）
	7件（37件）
	7件（19件）
	29件（316件）

	20年度
	21件（7,680件）
	6件（59件）
	4件（12件）
	31件（7,751件）


平成22年度　財政構造改革プラン(素案)に対する意見：3,363件

　　　　　　　　 上記を除く13案件の平均意見件数：7.5件（意見なし5件）

平成21年度　実施した29案件の平均意見件数：10.9件（意見なし8件）

平成20年度　大阪維新ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)に対する意見：6,247件
大阪教育力向上プラン(素案)：870件

上記を除く29案件の平均意見件数：21.9件（意見なし6件）

　
【 変更案 】
（案１）議会の議決事項となる基本的な計画や条例については、パブリックコメントの実施方法を変更する。
現　状：原則議会へ上程するまでに、実施機関においてパブリックコメントを実施し、寄せられた意見等の概要とそれらに対する回答をまとめ、結果を公表。
変更案：議会の議論を尊重する主旨から、実施機関においてパブリックコメントで意見を受け付け、整理し、議会の審議資料として提出し、その資料を公表。（寄せられた意見等に対する回答はしない）
（案２）意見の募集方法を見直す。
現　状：郵便、ファクシミリ、電子メール等いずれでも可との規定に基づき、そのすべてを採用。
変更案：国の運用に準じ「電子メールを標準」とし、郵便・ファクシミリは補完手段と　　　する。
　　　　郵便、ファクシミリにより受け付ける意見については、その処理作業を「府民　　お問合せセンター」へアウトソーシングすることで実施機関の負担を軽減する。（費用負担は別途調整要）

〈参考〉郵便、ファクシミリで寄せられた意見約３,０００件を処理（整理）するにあたって

賃金職員を雇用した場合の経費（試算）約２６万円　

パブリックコメントの今後の方針について








【 知事の問題意識 】





・反映できない意見しかない中で、事務作業のみに時間を取られること


・本当になんでもかんでもパブリックコメントを実施する必要があるのか


・期間を短くしたり、対象を狭める（ネットのみの意見募集）など効率化が図れないか





（背景）


・平成22年度財政構造改革プラン(素案)に対する意見が３，３６３件寄せられたが、そのうち３,１０４


　件が郵便、ファクシミリによるもので、データ化にかなりの作業負担が生じた。











３６日（※1）×（５,６００円（※2）＋１，５００円（※3））＝２５５，６００円





（※1）22年度大阪府財政構造改革プラン（素案）の所要時間を基に非常勤職員の雇用日数を換算


１日8時間×従事者数9人×従事日数3日＝216時間　216時間÷6時間＝36日


（※2）非常勤作業員6時間勤務の単価


（※3）１日当たりの交通費加算額　1,500円（当初予算要求単価））








